
第１１回 トラック輸送における取引環境・労働時間改善 

新潟県地方協議会 

 

 
令和５年９月２１日（木） １３時３０分～ 

新潟県トラック総合会館 ５階 ５０１号室 

 
【 議 事 次 第】 

１．開会 

自動車交通部長 挨拶 

 

２．議題 
（１）取引環境の改善及び長時間労働の抑制に向けた最近の取組み等について（報告） 

 

（２）令和５年度における新潟県地方協議会の取り組みについて 

  

（３）意見交換 

  

３．その他 

 

４．閉会  

【 配 付 資 料 】 
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○資料３  自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善基準告示）の改 

正内容（トラック）について 

〇資料４  令和５年度「働き方改革推進支援助成金｣適用猶予業種等対応コース

（運送業）のご案内 

〇資料５  荷主等の関係者に対する周知等について 

〇資料６  自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト 

〇資料７  トラック運転者の長時間労働改善特別相談センター 

〇資料８  「適用猶予業種の時間外労働の上限規制 特設サイト」  

〇資料９  令和 4 年度、令和 5 年度の取組状況について 

〇資料１０ 物流の「2024 年問題」 ～国土交通省の取り組み～ 































Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

トラック輸送における取引環境・労働時間改善
に向けた取組について

第１１回 トラック輸送における取引環境・

労働時間改善新潟県地方協議会



標準的な運賃

※標準的な運賃の届出率 57.2% R5.7末現在
新潟県内 79.5%



標準的な運賃に係る実態調査結果の概要（令和４年度）
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収受運賃実態調査結果～「標準的な運賃」との乖離～（令和４年度）



貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要
（令和５年法律第６２号）

令和６年４月からの時間外労働の上限規制を見据え、平成３０年の議員立法において時限措置として、「標準的な運賃」と

「荷主対策の深度化」の制度を創設

一方、新型コロナウイルスや原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそう厳しさを増しており、

荷待ち時間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するための取組は道半ば

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、「標準的な運賃」や 「働きかけ」等の制度を継続的に運用

することが必要

改正の目的

改正の概要

荷主対策の深度化
トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請等の規定

標準的な運賃
運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての

「標準的な運賃」制度（令和２年４月告示）

【時間外労働規制が適用される（令和６年３月）までの時限措置】

働きかけ 要 請 勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

現行

改正後

上記について「当分の間」の措置とする

【成立：令和５年６月１４日、公布・施行 ： 令和５年６月１６日】



異常気象時における輸送の安全確保について



異常気象時における輸送の安全確保について



深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に
確保するとともに、経済の成長に寄与することを目的とし、

①トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化

②女性や６０代以上の運転者等も働きやすい、「よりホワイト」な労働環境の実現

に取り組む「ホワイト物流」推進運動を関係者が連携して強力に推進。

推進運動のイメージ

「ホワイト物流」推進運動 ～ ホワイト物流推進運動の概要 ～

国 民

[自主行動宣言企業]

その他企業

イメージアップ↑

売上増 ・ 就職者増 価格競争回避
取引企業の増

信頼性向上↑

＝ ＝

SDGs
荷主企業

業界団体

トラック事業者
理解・協力

ホワイト物流推進運動

理解・協力

平成30年 5月30日
「ホワイト物流」推進運動を重点施策とする 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議政府行動計画」が決定

※ホワイト物流推進運動の取組企業が働きやすくなっていることについてPR 7

（ 全トラック運転手中、女性運転手は約 ３％、６０代以上の運転手は約１７％ 【令和元年】 )



「ホワイト物流」推進運動の期待効果



自動車運送事業のための 「働きやすい職場認証制度」 の概要
（正式名称：「運転者職場環境良好度認証制度」）



「働きやすい職場認証制度」 認証取得によるインセンティブ



自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

（改善基準告示）の改正内容（トラック）について

厚生労働省 新潟労働局 監督課

資料3



１．改善基準告示について

２．時間外労働の上限規制について

３．改正の内容について

４．時間外労働及び休日労働に関する協定届について

５．改善基準告示Q& Aについて

６. 長時間労働改善の取組事例
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・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約の

採択（昭和54年）

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

※制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行するに伴い、内容の見直しが行われ現在に至っている。

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

○ 拘束時間【始業から終業までの時間(休憩時間含む)】：（１か月）トラック…293時間、バス…４週平均１週65時間、タクシー…299時間
（１日) トラック・バス・タクシー…原則１日13時間（最大16時間）

○ 休息期間【勤務と勤務の間の時間】：原則として継続８時間以上
○ 運転時間：トラック…２日平均１日９時間 / ２週間平均１週44時間、バス…２日平均１日９時間 / ４週間平均１週40時間
○ 連続運転時間：トラック・バス…４時間以内

※その他、分割休息期間、２人乗務、隔日勤務、フェリー乗船の場合の特例有り。

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

労働基準監督署

国土交通省との連携

関係労使の自主的改善努力と労働基準監督官の臨検監督等による指導
（令和３年 自動車運転者を使用する事業場への監督指導･･･3,770件 改善基準告示違反率･･･53.3%）
① 監督署と地方運輸機関との合同による監督・監査
② それぞれの機関が把握した改善基準告示違反事案の相互通報

（中身を伴う改正：平成９年改正が最後）

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）について
「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

▸ 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、労働時間等の労

働条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間（始業から

終業までの時間（休憩時間を含む））、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準を、平成元年に大臣告示と

して制定。

制定の経緯

主な内容

施行



拘束時間と休息期間について

▸ 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間をいう。
▸ 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。

作業時間（運転・整備・荷扱い等）

手待ち時間（荷待ち等）

休憩時間

（仮眠時間を含む）

労働時間

（時間外労働時間・休
日労働時間を含む。）

拘束時間

拘束時間

休息期間

拘束時間

休息期間

24:00 終業

8:00 始業

23:00 終業

7:00 始業

１日（始業時刻から起算して24時間）の拘束時間の上限は16時間
（この事例だと、１日目の8:00～23:00と２日目の7:00～8:00が１日の拘束

時間となる。計16時間）

【１日目】

【２日目】
勤務終了後の休息期間は８時間以上
（この事例だと、１日目の23:00～２日目の7:00が休息期間となる。計８時間）

例

24
時
間

15時間

1時間

8時間
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１．改善基準告示について

２．時間外労働の上限規制について

３．改正の内容について

４．時間外労働及び休日労働に関する協定届について

５．改善基準告示Q& Aについて

６. 長時間労働改善の取組事例



▸ 時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間
未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度

▸ 自動車運転の業務、建設事業、医師等は適用猶予・除外業務（事業）とされ、改正法施行後５年間（令和６年３月まで）は
上記一般則の適用はない。

▸ 自動車運転業務従事者の上限時間（臨時的な特別な事情の場合）は年960時間とし、将来的な一般則の適用について引き続き
検討する旨を附則に規定。

▸ 自動車運転業務従事者への上限規制の適用とあわせて改善基準告示についても見直す必要がある。

時間外労働の上限規制について

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年720時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限（原
則）を超えられるの
は年６か月まで

・年960時間
のみ

１年間 ＝ １２か月

一般労働者

自動車運転者

法改正前 法改正後 法律による上限
（例外）

限度時間
（告示）

月４５時間
年３６０時間

など 特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間 ＝ １２か月

法定労働時間
１日８時間
週４０時間
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▸ 自動車運転者については、令和６年４月以降、年９６０時間の上限規制の適用を受ける。
▸ 一方、一般労働者に適用される、４５時間超えの上限回数（６か月まで）、単月上限（１００時間未満）、複数月平均上限

（８０時間以内）については適用がない。
→ ただし、この場合であっても、改善基準告示に定める拘束時間を遵守する必要がある。

適用猶予業種における時間外労働の上限規制

【令和６年４月～】【現在】
新技
術・新
商品等
の研究
開発業
務

鹿児島
県及び
沖縄県
におけ
る砂糖
製造業

医師
建設
事業

自動車
運転の
業務

一般
労働者

－４５－－－４５
限度時間
（原則）

月

－
適用
あり

－－－
適用
あり

４５時間
超は６月
まで

－－－－－１００単月上限
(※)

－－－－－８０
複数月
平均上限
(※)

－３６０－－－３６０
限度時間
（原則）

年

－７２０－－－７２０上限

新技
術・新
商品等
の研究
開発業
務

鹿児島
県及び
沖縄県
におけ
る砂糖
製造業

医師
建設
事業

自動車
運転の
業務

一般
労働者

－４５４５４５４５４５
限度時間
（原則）

月

－
適用
あり

－
適用
あり

－
適用
あり

４５時間
超は６月
まで

－１００１００
(注２)

１００
(注1)－１００単月上限

(※)

－８０－８０
(注1)－８０

複数月
平均上限
(※)

－３６０３６０３６０３６０３６０
限度時間
（原則）

年

－７２０
９６０
(※)(注３)

１,８６０
(※)(注４)

７２０９６０７２０上限

※ 休日労働も含む。
注１： 災害の復旧・復興の事業は、単月上限１００時間・複数月平均上限８０時間の規制は適用されない。
注２： 時間外・休日労働が月１００時間以上となることが見込まれる者は、３６協定に面接指導を行うこと等を定めることが必要。
注３： 医業に従事する一般の医師にかかる基準（Ａ水準）。休日労働を含む。
注４： Ｂ水準、連携Ｂ水準、Ｃ水準の指定を受けた医療機関で指定に係る業務に従事する医師にかかる基準。休日労働を含む。

面接指導、労働時間が特に長時間である場合の労働時間短縮措置、勤務間インターバルの確保等を３６協定に定めることが必要。
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附帯決議において、過労死等防止の観点から見直すよう求められているところ。

参議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年６月28日）
七、自動車運転業務の上限規制については、５年の適用猶予後の時間外労働時間の上限が休日を含まず年960時間という水準に

設定されるが、現状において過労死や精神疾患などの健康被害が最も深刻であり、かつそのために深刻な人手不足に陥っ
ている運輸・物流産業の現状にも鑑み、決して物流を止めてはいけないという強い決意の下、できるだけ早期に一般則に
移行できるよう、関係省庁及び関係労使や荷主等を含めた協議の場における議論を加速し、猶予期間においても、実効性
ある実労働時間及び拘束時間削減策を講ずること。また、５年の適用猶予後に一般則の適用に向けた検討を行うに当たっ
ては、一般則の全ての規定を直ちに全面的に適用することが困難な場合であっても、一部の規定又は一部の事業・業務に
ついてだけでも先行的に適用することを含め検討すること。

八、自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」の総拘束時
間等の改善について、関係省庁と連携し、速やかに検討を開始すること。また、改善基準告示の見直しに当たっては、ト
ラック運転者について、早朝・深夜の勤務、交代制勤務、宿泊を伴う勤務など多様な勤務実態や危険物の配送などその業
務の特性を十分に踏まえて、労働政策審議会において検討し、勤務実態等に応じた基準を定めること。

衆議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年５月25日）
二、時間外労働の上限規制の適用が猶予される業務について、当該業務特有の事情を踏まえたきめ細かな取組を省庁横断的に

実施して労働時間の短縮を図り、上限規制の適用に向けた環境の整備を進めること。特に、自動車運転業務については、
長時間労働の実態があることに留意し、改正法施行後５年後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善
基準告示の見直しを行うなど必要な施策の検討を進めること。

働き方改革関連法の国会附帯決議事項

（下線及び赤字は労働基準局監督課）
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荷主等の関係者に対する周知等について

自動車運転者労働時間等専門委員会報告（令和４年９月27日）「４ その他」より抜粋

（１）荷主等の関係者に対する周知について
改善基準告示の改正に当たっては、その履行確保を徹底する観点から、改正後速やかに、使用

者や自動車運転者のみならず、荷主やいわゆる元請運送事業者、貸切バス利用者等の発注者、貨
物自動車利用運送事業者等に対し、関係省庁と連携し、幅広く周知することが適当である。
特に、道路貨物運送業は、過労死等の労災支給決定件数が最も多い業種であることから、長

時間労働の是正等を積極的に進める必要がある一方、長時間労働の要因には、取引慣行など
個々の事業主の努力だけでは見直すことが困難なものがある。
また、働き方改革関連法により改正された労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平

成４年法律第90号）第２条第４項では、他の事業主との取引を行う場合において、長時間労働
につながるような著しく短い期限の発注や発注内容の頻繁な変更を行わない等の必要な配慮を
することが事業主の努力義務とされている。
厚生労働省においては、これらのことを踏まえ、改善基準告示の改正後、速やかに、発着荷

主等に対し、恒常的な長時間の荷待ちを発生させないこと等について、労働基準監督署による
「要請」を実施するとともに、国土交通省が実施する「荷主への働きかけ」等に資するよう、厚
生労働省が把握した長時間の恒常的な荷待ち等に関する情報を国土交通省に対して提供するこ
とが適当である。

1
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改善基準告示の改正に伴い「荷主特別対策チーム」を編成

2



発着荷主等に対し、運送事業者の長時間荷待ち防止等の配慮を要請

3



▸ 荷主・元請運送事業者に対し、労働基準監督署から配慮を要請

→長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めること、運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知すること。

労働基準監督署による荷主要請 ①

4



労働基準監督署による荷主要請 ②

5



自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

• トラック運転者のポータルサイトを、バス・タクシーについても掲載した自動車運転者のポータルサイトに刷新

• 時間外労働の上限規制・改正後の改善基準告示の適用に向けて、事業者や関係者、国民に向けた様々な情報を発信。

＜トラック運転者の長時間労働
改善に向けたポータルサイト＞

（イメージ）

改善基準告示改正に
合わせてリニューアル

＜自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト＞

・時間外労働の改善事例
・ITの活用
・人材の確保
などの事例等を紹介 6
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トラック運転者の長時間労働改善特別相談センター

トラック運転者の労働時間削減に向けた労務管理・取引環境改善のため、

荷主や運送事業者からの相談に特化した相談窓口を設置。（令和４年８月～）

運送業での知見や経験のある社労士等が相談やコンサルティングを行う。

トラック運送事業者

・ 来年４月からの中小企業の月60時
間超の割増賃金率施行への対応ができ
ていない。

・ 改正後の改善基準告示にも適応で
きるように、労務管理を見直したい。

・ 荷待ち時間の改善のため、荷役方
法の分析がしたい。また、分析を踏ま
えて荷主と交渉したいが不安がある。

助言・訪問コンサルティング等

労務管理上ネックとなる運転者の
労務管理の課題について相談

助言・交渉等への同席等

トラック運転者の長時間労働の
原因となる課題について相談

（発着・元請け）荷主

トラック運転者の自社における作業
効率化が求められているが、何をした
らいいか分からない。

相談・交渉

トラック相談センター

助言・訪問コンサルティング等

荷主の協力が必要な作業環境改善について相談

【相談窓口】
運送業での知見や経験のある社労士が、電話や

メールで事業者及び荷主からの相談を受け付ける。

【コンサルティング（労務管理改善）】
トラック運転者の労務管理について直接的な支

援を求める事業者に対して、労務管理コンサルタ
ントが改善提案を行う。

【コンサルティング（取引環境改善）】
（運送事業者）

荷主の協力等を求める事業者に対して、物流コ
ンサルタントが改善提案や、必要に応じて荷主企
業への訪問等を行う。

（荷主）
運送事業者のトラック運転者が長時間労働に

なっている原因となる課題の改善に取り組むにあ
たり直接的な支援を求める荷主に対して、物流
コンサルタントが改善提案を行う。

※相談センターQRコード 7
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「適用猶予業種の時間外労働の上限規制 特設サイト」

社会全体において運輸業等の長時間労働の改善に向けた機運の醸成を図ることを目的として、国民一人一人に協力をいただ
きたい内容について広く周知を行うための「特設サイト」を開設。

特設サイトでは、俳優の小芝風花さんを起用した働き方改革ＰＲ動画シリーズ「はたらきかたススメ」の第一弾、

「トラック編」の第二弾を公開しています。

■はたらきかたススメ特設サイト
URL：
https://hatarakikatasusume.
mhlw.go.jp/

8
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令和4年度 関係省庁・関係団体での周知等の状況

労働関係説明会等

その他周知活動

・「ホワイト物流」推進運動セミナー
・適正な運賃収受へのご理解と時間外労働時間の上限規制の適用に関して、荷主団体へ周知

・働き方改革支援セミナー開催

・改善基準告示説明会

・働きやすい職場認証制度「登録事業者に対する助成」
・2024年問題 働き方改革等労働時間等改善基準のポイントについて講話

・運行管理者実務研修会の開催

令和５年度（８月末時点）令和４年度

道路貨物運送業向け 24回
431社

道路貨物運送業向け 39回
525社

説明会

資料９



令和５年度 関係省庁・関係団体の取り組み事項（案）

○ 荷主企業・運送事業者の 双方へ周知活動

荷主に向けた取り組み

運送事業者に向けた取り組み

・「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」遵守へのご協力のお願いリフレットの配布

・労働時間等改善基準のポイントパンフレット及びQ＆A 会員向けに配布

・労働時間等労働条件向上に係る事前説明会の開催

・「ホワイト物流」推進運動セミナー

・適正な運賃収受へのご理解と時間外労働時間の上限規制の適用に関して、荷主団体へ周知

・働きやすい職場認証制度「登録事業者に対する助成」の継続
・運行管理者実務研修会の開催
・外部団体、会員事業所向け2024年問題における研修会

① 関係法令や制度、ガイドライン等の周知

② 荷主企業、運送企業間の連携強化



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

北陸信越運輸局

物流の「2024年問題」
～国土交通省の取り組み～

令和５年９月２１日

第１０回トラック輸送における取引環境・労働時間改善新潟地方協議会
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北陸信越運輸局国内貨物輸送量の推移

モード別の国内貨物輸送量をトンベースでみると、自動車が約９割を占める。

トンキロベースでみると、自動車が約５割を占める。

（出典）国土交通省総合政策局情報政策本部「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」より作成。
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北陸信越運輸局EC市場の推移・規模、宅配便取扱個数・再配達率
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EC市場の拡大に伴い、宅配便取扱個数も急増（直近5年間で23.1％増加）。
他方、宅配便の不在再配達が全体の約11～12％程度発生。

EC市場規模の推移 宅配便取扱実績の推移

（出典）国土交通省「宅配便等取扱個数の調査」
注：2007年度より、ゆうパックの実績を調査対象に追加。

2016年度より、ゆうパケットの実績を調査対象に追加

（出典）経済産業省「電子商取引実態調査」

５年間で23.1％増加
（約10.8億個増）

（単位：億個）
（単位：億円） 再配達率の推移
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北陸信越運輸局トラック運送事業の働き方をめぐる現状

①労働時間 全職業平均より約２割（４００ｈ～４５０ｈ）長い。

④年齢構成

（万円）
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③人手不足 全職業平均より約2倍高い。
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有効求人倍率の推移
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北陸信越運輸局トラックドライバーの労働条件

1運行の平均拘束時間とその内訳
（荷待ち時間の有無別）

1運行あたりの荷待ち時間の分布

出典：トラック輸送状況の実態調査
(R2)

トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつは、発着荷主
の積卸し場所での長時間の荷待ち時間・荷役時間
荷主企業と運送事業者が一体となって、荷待ち時間の削減、
荷役作業の効率化等長時間労働の改善に取り組むことが重要
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１時間超
50.1％



北陸信越運輸局自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

平成30年６月改正の「働き方改革関連法」に基づき、自動車の運転業務の時間外労働についても、法施行（平
成31年４月）の５年後（令和６年４月1日）より、年960時間（休日労働含まず）の上限規制が適用される。併せて、
厚生労働省がトラックドライバーの拘束時間を定めた 「改善基準告示」 （貨物自動車運送事業法に基づく行政処
分の対象）により、拘束時間、運転時間等が強化される。

現 行 改正後

時間外労働規制
（労働基準法）

なし
９６０時間

(原則、年７２０時間)

拘束時間
（労働時間＋休憩時間）

（改善基準告示）

【１日あたり】
原則１３時間以内、最大１６時間以内
※１５時間超は１週間２回以内

【１ヶ月あたり】
原則、２９３時間以内。ただし、労使協

定により、年３５１６時間を超えない範囲
内で、３２０時間まで延長可。

令和６年４月～
【１日あたり】

・ 原則１３時間以内、最大１５時間以内。
・ 長距離運行は週２回まで１６時間
※ １４時間超は１週間２回以内

【１ヶ月あたり】
原則、年３３００時間、２８４時間以内。
ただし、労使協定により、年３４００時間を超

えない範囲内で、３１０時間まで延長可。

〇主な改正内容



北陸信越運輸局労働時間規制等による物流への影響

（1）不足する輸送能力（品目別）（2019年度データより推計） （2）不足する輸送能力（地域別）（2019年度データより推計）

出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会中間とりまとめ（２０２３年２月）より抜粋

9%

9%

11%

11%

12%

14%

16%

19%

20%

東 北

四 国

北陸信越

北海道

近 畿

中 部

関 東

九 州

中 国

○ 具体的な対応を行わなかった場合、2024年度には輸送能力が約14%（4億トン相当）不足する可能性。
○ その後も対応を行わなかった場合、2030年度には輸送能力が約34%（9億トン相当）不足する可能性。
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農産・水産品出荷団体



北陸信越運輸局物流危機に対する認知度等について

物流危機に対する問題意識と取り組み状況
（回答事業者：１,７０７社）

〇 一般消費者については、現状、宅配貨物の再配達は１２％発生。
〇 事業者については、物流危機に対して問題意識を持っているのは８割である一方、取組を実施している
のは約５割にとどまる。

出典：第７回持続可能な物流の実現に向けた検討会資料
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出典：国土交通省「宅配便等取扱個数の調査」
注：2007年度より、ゆうパックの実績を調査対象に追加

2016年度より、ゆうパケットの実績を調査対象に追加
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北陸信越運輸局貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 （平成30年法律第96号）

トラック運送業の健全な発達を図るため、規制を適正化

時間外労働規制の適用（令和６年４月）を見据え、緊急に運転者の労働条件を改善

改正の目的

改正の概要

１．規制の適正化

参入要件を厳格化（欠格期間の２年から５年への延長や、資金力確保の厳格化等）

２．事業者が遵守すべき事項の明確化

定期的な車両の点検・整備の実施や社会保険料の納付等の義務づけ

３．荷主対策の深度化

トラック事業者の法令遵守に係る荷主の配慮義務、国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定を新設

４．標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標として「標準的な運賃」の制度を導入

【時間外労働規制が適用されるまで（令和６年３月）の時限措置】 ⇒ 当面の間（令和５年６月成立）

【時間外労働規制が適用されるまで（令和６年３月）の時限措置】 ⇒ 当面の間（令和５年６月成立）
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働きかけ 要 請

※令和５年７月３１日現在

勧告・公表

荷主対策の深度化

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

国交省HPの意見募集窓口、地方運輸局からの連絡、適正化事業実施機関との連携等により、国
交省において端緒情報を収集。事実関係を確認の上、荷主関係省庁と連携して対応。

荷主起因の違反原因行為の割合

対応内容 荷主数

要 請 ５

働きかけ ８５

「働きかけ」等を実施した荷主数

※ 荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合は、公正取引委員会へ通知

43,0%

12.0%

12.0%

12.0%

11.3%

7.7%

2,1%
長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

運賃・料金の不当な据置き

過積載運行の要求

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象時の運行指示



北陸信越運輸局標準的な運賃①

元請け・下請けの関係 ⇒ 元請事業者の庸車費用等は考慮せず、 実運送にかかる原価等を基準に算出

車両費 ⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた車両への設備投資等ができるよう償却年数は５年で設定

人件費 ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、全産業平均の時間当たりの単価を基準

帰り荷の取扱い ⇒ 帰り荷がないことを前提に実車率50％の前提で算出。

利潤 ⇒ 事業の持続的な経営のために必要な利潤を確保する観点から、自己資本に対する適正な利潤額を設定

運賃表の基本 ⇒ 貸切運送を前提に（１）距離制、（２）時間制の運賃表を設定

車種等の違い ⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）にドライバン型のトラックを基準として算出

地域差 ⇒ 地方運輸局ブロック単位で運賃表を策定

運賃と料金の考え方 ⇒ 高速道路料金やフェリー料金等については運賃と別に収受

基本的な策定方針

適正な原価・利潤の確保

今後は、標準的な運賃を実勢運賃に反映させていくことが重要

標準的な運賃は、ドライバーの労働条件（賃金・労働時間等）を改善し、持続的に事業を運営するための参考となる指標



北陸信越運輸局標準的な運賃②

平成30年改正後の貨物自動車運送事業法に基づき、運賃交渉力の弱い運送事業者の
適正な運賃収受を支援することを目的に、令和２年４月「標準的な運賃」を告示。
「標準的な運賃」では、運転者について全産業並みの給与、車両の更新期間５年、
一般的な利潤（自己資本金の10%）などの経営改善につながる前提を置いて、参考
となる運賃を示している。
運送事業者が自己の経営状況を踏まえて運賃を分析し、荷主との運賃交渉に臨むこと
が肝要。

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

「標準的な運賃」を提示して荷主との運賃交渉を行った事業者は17%、「標
準的な運賃を考慮した自社運賃」を提示して荷主との運賃交渉を行った運送
事業者は35％。このうち、荷主から一定の理解を得られた事業者は33％、
交渉中の事業者は40％、理解を得られなかった事業者は25％。

標準的な運賃を考慮した自社運賃の原価計算について、32％が実施済み、
21％が計算中、47％が未実施と回答。

標準的な運賃の届出率：55.0％ （令和5年3月末時点）

「ホワイト物流」推進運動セミナーやトラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会等
を通じて荷主等へ「標準的な運賃」の周知・浸透を図っているところ。

令和4年3月国土交通省調査

金額や原価計算の方法などすべて理解していると回答した事業者は33%、金額について
のみ理解していると回答した事業者は43%、名称のみ知っている・聞いたことがあると
回答した事業者は20%。



北陸信越運輸局パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化会議（2021年12月27日）

（出席者）

〇閣僚等：総理大臣、新しい資本主義担当大
臣、国土交通大臣ほか関係閣僚、公正取引委
員会委員長

〇経済団体：日本経済団体連合会会長、経済
同友会代表幹事、日本商工会議所会頭、全国
商工会連合会会長、全国中小企業団体中央会
会長

〇事業者団体：全日本トラック協会会長、日本
建設業連合会会長ほか

（食品産業センター、情報サービス産業協会、
全国警備業協会、電子情報技術産業協会、日
本印刷産業連合会、日本化学工業協会、日本
金型工業会、日本建材・住宅設備産業協会、
日本航空宇宙工業会、日本広告業協会、日本
産業機械工業会、日本自動車工業会、日本自
動車部品工業会、日本スーパーマーケット協会、
日本製紙連合会、日本繊維産業連盟、日本鋳
造協会、日本鉄鋼連盟、日本動画協会、日本
フランチャイズチェーン協会）

（趣旨）
中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引
事業者全体のパートナーシップにより、労務費、原材
料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる
ための必要な環境整備について議論。



北陸信越運輸局パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ（2021.12.27）（抄）

５．公共工事品質確保法等に基づく対応の強化
（２）貨物自動車運送事業法、内航海運業法に基づく対応の強化

・トラック運送業について、燃料サーチャージの導入等を通じて燃料価格上昇分が適切に運賃に反映され
るよう、荷主企業等に協力を求めるとともに、貨物自動車運送事業法に基づく標準的な運賃の導入を促
す。国土交通省本省、地方運輸局等に相談窓口を設置する。荷主への働きかけ、要請、勧告・公表など
同法に基づく法的対応を強化する。

２．価格転嫁円滑化に向けた法執行の強化

（３）「優越的地位の濫用」に関する緊急調査及び法執行の強化
・これまでは荷主と物流事業者との取引を調査していたが、今年度内に対象業種を追加的に選定し、来年度に
緊急調査を実施（「買いたたき」の指導実績が多い道路貨物運送業のほか、関係省庁からの情報提供等を踏ま
えて選定）。調査結果を取りまとめ、公表。公取委は、転嫁拒否が疑われる事案について、立入調査を行う。関
係する事業者に対して、具体的な懸念事項を明示した文書を送付する。

（４）下請代金法上の「買いたたき」に対する対応
①「買いたたき」の解釈の明確化
②「買いたたき」に対する取締り強化

・親事業者への立入調査の件数を増やすなど取締りを強化、再発防止が不十分な事業者に対しては、取締役
会決議を経た上で、 改善報告書の提出を求める（現在は法律に基づく勧告事案のみに要求）

③下請取引の監督強化のための情報システムの構築
④下請中小企業振興法に基づく対応

・「集中取組期間」（毎年１月～３月）において、中小企業からの相談窓口（下請かけこみ寺、原油価格上昇に関
する特別相談窓口）における相談をもとに、下請Ｇメンによるヒアリングを実施、下請中小企業振興法に基づく
振興基準に照らし、親事業者による価格転嫁の協議への対応状況を把握し、結果を公表



北陸信越運輸局

• 毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」とし、実際に交渉や転嫁が出来たか、下請事業者からのフォローアップ調査
を実施。

• フォローアップ調査の結果を踏まえ、下請中小企業からの価格交渉/転嫁についての評価が芳しくない親事業者に対
し、2022年2月に初めて、業所管の大臣名で、指導・助言を実施。
⇒ 指導・助言を受けた経営陣の認識が改まり、調達部門に改善指示する例も。

• 価格交渉の実施と改善サイクルの強化で、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。

業所管省庁業所管省庁

下請事業者

親事業者親事業者
中小企業庁中小企業庁

経営陣経営陣

調達部門調達部門

②フォローアップ調査の充実
親事業者による対応や回答につい
て
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③指導・助言対象企
業を拡大
下請振興法に基づき、

状況の良くない親事業者に
対して、大臣名で実施

④改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

※根拠となる振興基準を
抜本改正（2022年7月）

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

価格交渉促進月間の実施と改善のサイクル強化

中小企業庁資料より



北陸信越運輸局総合点検の推進（公正取引委員会）

①（独占禁止法）転嫁拒否が疑われる事案に対する緊急調査、
②（下請法）重点的な立入調査、
③（下請法）法違反が多く認められる業種における法遵守状況の自主点検など、
あわせて２９業種（全９９業種の約３分の１）に対する価格転嫁対策の重点対応を実施。
※29業種には道路貨物運送業が含まれている

■ 今後、緊急調査等の結果を踏まえ、下記の転嫁拒否行為を行っている事業者に関
して、多数の取引の相手方に対して行っている事案又は過去に繰り返し行っている
事案について、独占禁止法に基づき企業名を公表する。

① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要性
について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を
据え置くこと。

② 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相手方が取引
価格の引上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書面、電子メール等で取
引の相手方に回答することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと。

⇒ ２０２２.１２.２７ 企業名公表
（合計１３社）

■ また、独占禁止法や下請法に違反する事案については、命令、警告、勧告など（こ
れらの措置は企業名公表）、これまで以上に厳正な執行を行う。

公正取引委員会資料より



北陸信越運輸局トラック運送業における価格転嫁に向けた国土交通省の対応

「適正な運賃の収受」という基本的考え方に基づき、「標準的な運賃」の導入等により、
コスト上昇分を反映した適正な運賃等への見直しを行うよう、荷主企業に理解と協力を
呼びかけ。具体的には、以下の対応を実施。（R5.4.26現在）

○荷主関係団体（約1,000団体）あて要請文書を発出（R3.11.10）
○荷主企業（約45,000社）あて要請文書を全ト協と連名で発出（R4.1.21）

①荷主への周知・広報の強化

※荷主向けパンフレット

※荷主企業を訪問し、要請文
書を手交する運輸支局長

②相談窓口の設置
トラック事業者が、コスト上昇分の運賃等への反映について相談ができるよう、国土交通本省、地方運輸局、運輸支局に、全国
で合計６４の相談窓口を設置するとともに、国土交通省目安箱（web）にも意見募集の対象として燃料価格に関する事項を明記
○R5.4.20現在、計45件の相談に対応

③荷主働きかけ等の法的措置

コスト上昇分を運賃等に反映することを求めたにもかかわらず不当に据え置く
ことは、独禁法の違反（買いたたき）等になるおそれがあるとともに、改正貨物
自動車運送事業法に基づき、国交省による荷主への働きかけや、要請、勧告・
公表等の対象にすることとし、この点につき、関係省庁等と連携して対応。

働き
かけ 要請 勧告・

公表

違反原因行為を荷主
がしている疑いがあ
ると認められる場合

荷主が違反原因行為を
していることを疑う相
当な理由がある場合

要請してもなお
改善されない

場合

＜貨物自動車運送事業法附則第１条の２
に基づく荷主への働きかけのフロー＞

※燃料サーチャージに関する相談・意見・質問等：29件、運賃交渉に関する相談・意見等：15件、燃料価格に関する意見：１件

※運賃・料金や運送条件に関する運送事業者との交渉に応じるよう働きかけ：17件（東北、関東、中部、中国、四国、九州運輸局管内）

○ R5.4.20現在、中小企業庁と連携し、下請中小企業振興法に基づき指導・助言を実施
※元請運送事業者に対して下請事業者との価格転嫁や価格交渉を適正に行うよう指導・助言

※ 荷主の行為に独占禁止法違反の疑いがある場合は、公正取引委員会へ通知○ R5.4.20現在、上記の相談に基づき、17件の働きかけを実施

〔※運輸局（支局）、経済産業局、労働局、県、荷主団体、トラック協会等が価格転嫁円滑化に向けた共同宣言等や協定を締結
（北海道：R5.2.6、大分県： R5.2.17、福岡県：R5.2.27、山形県： R5.3.24 ）〕

○取引改善協議会やホワイト物流セミナー等を通じた周知（計203回）
〔※取引環境・労働時間改善中央協議会において荷主団体に対し周知（R5.3.13）〕

〔※元請事業者を対象とした「トラック運送業に係る適正取引推進会議」を開催し理解と協力を呼びかけ（R4.12.16）〕

〔※運輸局長が、各ブロックの経済団体の長に対し、直接価格転嫁への協力を要請（関東：R4.11.14、中部：R5.3.3、 中国：R5.4.26 ）〕
〔※運輸支局長等が各県の荷主団体等へ訪問（計177回） 〕

○運輸局長等による荷主団体等への訪問等(計184回)



北陸信越運輸局

○取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、平成２７年、厚生労働省、国土交通省等の行政機関、
学識経験者、荷主団体、物流事業者団体等により構成される「トラック輸送における取引環境・労働時間改善
協議会」を中央及び全都道府県に設置。昨年度より、公正取引委員会、中小企業庁も参加。直近では、令和５
年３月１３日（第１６回）に開催。

○上記協議会の枠組を活用し、荷待ち件数が特に多い品目（①加工食品・飲料・酒、②建設資材、③紙・パル
プ）についての個別課題と対策のガイドラインをまとめるなど、取引適正化に向けた浸透策を強化。

【学識経験者】
野尻 俊明 学校法人日通学園理事長（座長）
齊藤 実 神奈川大学経済学部教授
高岡 美佳 立教大学経営学部教授

【労働組合】
冨髙 裕子 日本労働組合総連合会 総合政策推進局長
難波 淳介 全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長
園田 龍一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長

【行政】
守山 宏道 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課長
片岡 進 消費者庁政策立案総括審議官
鈴木英二郎 厚生労働省労働基準局長
高橋 孝雄 農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）
茂木 正 経済産業省商務・サービス審議官
鮫島 大幸 中小企業庁事業環境部取引課長
堀内丈太郎 国土交通省自動車局長
平澤 崇裕 国土交通省総合政策局物流政策課長
勘場 庸資 国土交通省総合政策局参事官（物流産業）

【荷主】
堀内 保潔 （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長
鈴木 重也 （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長
大下 英和 日本商工会議所 産業政策第二部長
宮澤 伸 日本商工会議所 地域振興部長
佐久間一浩 全国中小企業団体中央会 事務局次長
寺田 大泉 （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事
藤原 敏彦 全国農業協同組合連合会 経営企画部次長
岩男 次郎 日本農業法人協会 参事
増田 賢宏 トヨタ自動車（株） 物流管理部長
浦郷 由季 （一社）全国消費者団体連絡会 事務局長

【トラック運送業】
小林 和男 （公社）全日本トラック協会 副会長
馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会 副会長
浅井 隆 （公社）全日本トラック協会 副会長
長谷川伸一 （一社）日本物流団体連合会 理事長
鷺川 陽一 日本通運（株）安全・品質・業務推進部長

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」委員

（令和５年３月１３日現在）

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会



北陸信越運輸局

○ 政府として、価格転嫁に向けた様々な取組を進めている中、道路貨物運送業について
は、「価格交渉促進月間」のフォローアップ結果において、価格転嫁状況が調査した２７
業種中最下位となるなど、業界内における価格転嫁が進んでいない実態が明らかに
なっている。荷主と元請の適正取引の確保とともに、運送業界の元請・下請・孫請等の
構造の中での適正取引の確保が強く求められている状況を踏まえて、主要な元請運送
事業者に対して理解と協力を呼びかけるため、標記の会議を開催。

○ 会議では、国土交通省、公正取引委員会、中小企業庁から適正取引の確保のための
法執行の強化等の施策、厚生労働省から改善基準告示の改正内容等の説明の後、
全日本トラック協会及び元請事業者５社（下記の下線部）から、適正取引確保のための
取組の説明があった。

＜事業者＞
・全日本トラック協会 ・松岡満運輸 ・第一貨物
・ＮＸトランスポート ・ヤマト運輸 ・中越運送
・新潟運輸 ・信越定期自動車 ・トナミ運輸 ・西濃運輸
・エスラインギフ ・近物レックス ・名鉄運輸
・佐川急便 ・センコー ・岡山県貨物運送
・福山通運 ・宇和島自動車運送 ・博運社 ・日本通運
・日本郵便 ・日本郵便輸送

＜行政＞
・国土交通省 ・公正取引委員会 ・中小企業庁
・厚生労働省

出席者

トラック運送業に係る適正取引推進会議 （2022.12.16）

概要



北陸信越運輸局持続可能な物流の実現に向けた検討会について

人口減少に伴う労働力不足に加え、トラックドライバーの時間外労働規制（物流の「2024年問題」）、カーボン
ニュートラルへの対応、燃料高・物価高の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や一般消費者を含め、取り組むべき役
割を再考し、物流を持続可能なものとするための検討会を開催。（事務局：経産省・国交省・農水省）

■論点
1. 労働時間規制による物流への影響
2. 物流の危機的状況に対する消費者や荷主企業の理解が不十分
3. 非効率な商慣習・構造是正、取引の適正化
（発荷主～物流事業者、元請事業者～下請事業者、発荷主～着荷主)

■スケジュール（想定）

• 2022年9月に第１回を開催。

• 2023年2月に中間とりまとめ。

• 2023年夏頃に最終とりまとめ。（予定）

4. 着荷主の協力の重要性
5. 物流標準化・効率化（省力化・省エネ化・脱炭素化）の
推進に向けた環境整備

＜委員＞ ◎は座長
大島 弘明 株式会社ＮＸ総合研究所 取締役
小野塚征志 株式会社ローランド・ベルガーパート

ナー
北川 寛樹 アクセンチュア株式会社 製造・流通本部

マネジング・ディレクター
河野 康子 一般財団法人日本消費者協会理事
首藤 若菜 立教大学 経済学部 教授
高岡 美佳 立教大学 経営学部 教授

◎根本 敏則 敬愛大学 経済学部 教授
二村真理子 東京女子大学 現代教養学部 教授
北條 英 公益社団法人日本ロジスティクス

システム協会 理事
矢野 裕児 流通経済大学 流通情報学部 教授

＜事務局＞
経済産業省 商務・サービスグループ物流企画室
国土交通省 総合政策局 物流政策課
国土交通省 自動車局 貨物課
農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部食品流通課



北陸信越運輸局持続可能な物流の実現に向けた検討会 中間とりまとめ（概要）

【労働時間規制等による物流への影響】
○ 具体的な対応を行わなかった場合には、2024年度には約14%（4億トン相当）の輸送能力が不足する可能性。
○ その後もドライバー数減少が見込まれ、2030年度には約34%（9億トン相当）の輸送能力が不足する可能性。

【基本的な考え方】
○ これまで策定してきたガイドライン等について、インセンティブ等を打ち出して有効に機能するようにするとともに、
類似の法令等を参考に、規制的措置等、より実効性のある措置も検討すべき。

○ その検討に当たっては、物流事業者が提供価値に応じた適正対価を収受するとともに、物流事業者、荷主、経済社会
の「三方良し」を目指す。

○ 物流に係る広報の推進
○ 物流改善の取組が評価される仕組み
○ 経営者層の意識改革を促す措置
○ 消費者に求められる役割

○ 労働時間削減に資する措置
（待機時間、荷役時間等の削減）

○ 物流の平準化を図る措置
（納品回数減少、リードタイム延長等）

○ 運賃の適正収受に資する措置
（契約条件明確化、多重下請の是正等）

○ 物流コスト可視化
○ 荷主への働きかけ、標準的な運賃に係

るトラック法の延長等所要の対応
○ トラックドライバーの賃金水準向上

○ 省力化・自動化の推進
○ デジタル技術を活用した共同輸配

送・帰り荷確保等
○ 物流の平準化を図る措置（再掲）
○ 官民連携による物流標準化の推進
○ 物流拠点のネットワークの形成等
○ モーダルシフト推進
○ 車両・施設等の省エネ化・脱炭素化

の推進
○ その他生産性向上を図るための措置

1.荷主企業や消費者の意識改革 3.物流標準化・効率化推進2.物流プロセスの課題の解決
【最終とりまとめに向けて検討する事項】

〇 人口減少に伴う労働力不足に加え、トラックドライバーの時間外労働規制（「2024年問題」）、カーボン
ニュートラルへの対応、燃料高・物価高の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や一般消費者を含め、取り組むべき役
割を再考し、物流を持続可能なものとするため、2022年9月から検討会を開催。(事務局：経産省 国交省 農水省）

〇 同検討会では、2月８日に概要以下の中間とりまとめを公表。今後、2023年夏頃に最終とりまとめ予定。



北陸信越運輸局「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」について

• 荷主、事業者、一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環境整備について、
関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な検討を行うため、令和
5年3月31日に「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置・開催。

＜構成員＞
議 長 内閣官房長官
副議長 農林水産大臣

経済産業大臣
国土交通大臣

構成員 内閣府特命担当大臣
（消費者及び食品安全担当）
国家公安委員会委員長
厚生労働大臣
環境大臣

■総理発言のポイント
• 荷主・物流事業者間等の商慣行の見直しと、
物流の標準化やＤＸ・ＧＸ等による効率化
の推進により、物流の生産性を向上するととも
に、荷主企業や消費者の行動変容を促す仕
組みの導入を進めるべく、抜本的・総合的な
対応が必要。

• １年以内に具体的成果が得られるよう、６
月上旬を目途に、緊急に取り組むべき抜本
的・総合的な対策を「政策パッケージ」として
取りまとめること。

※上記のほか、公正取引委員会委員長の出席を求めるものとする。



北陸信越運輸局「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント
令和５年６月２日

我が国の物流の革新 に関する関係閣僚会議



北陸信越運輸局物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関する
ガイドライン



貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要（令和５年法律第６２号）

令和６年４月からの時間外労働の上限規制を見据え、平成３０年の議員立法において時限措置として、「標準的な運賃」と「荷主

対策の深度化」の制度を創設

一方、新型コロナウイルスや原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそう厳しさを増しており、荷待ち

時間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するための取組は道半ば

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、「標準的な運賃」や「働きかけ」等の制度を継続的に運用すること

が必要

改正の目的

改正の概要

荷主対策の深度化

トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請

等の規定

標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての

「標準的な運賃」制度（令和２年４月告示） ⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

【時間外労働規制が適用される（令和６年３月）までの時限措置】

働きかけ 要 請 勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

現行

改正後
上記について「当分の間」の措置とする

【成立：令和５年６月１４日、公布・施行 ： 令和５年６月１６日】

43.0%

12.0%
12.0%

12.0%

7.7%

11.3%

2.1% 長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

運賃・料金の不当な据置き

過積載運行の要求

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象時の運行指示

違反原因行為の割合

「働きかけ」等の実施件数

要請：5件 働きかけ：８5件
※令和元年7月～令和５年７月末までの累計

違反原因行為の割合



北陸信越運輸局トラックGメンの設置による荷主・元請事業者への監視体制の強化

トラックドライバーは、労働時間が長く、低賃金にあることから、担い手不足が喫緊の課題。
働き方改革の一環として、2024年4月からドライバーに時間外労働の上限規制（年960時間）が適用されるが、これによる物流への
影響が懸念（「2024年問題」）。
国土交通省では、貨物自動車運送事業法に基づく荷主等への「働きかけ」「要請」等による是正措置を講じてきたが、2024年問題を前
に、強力な対応が必要。
このため、新たに「トラックGメン」を設置することで荷主等への監視体制を緊急に強化し、荷主対策の実効性を確実なものに。

⇒ 令和5年7月21日、162名体制※で本省及び地方運輸局等に設置
※緊急増員80名（本省２名、地方運輸局等19名、運輸支局等59名）、既存定員との併任等82名（本省13名、地方運輸局等16名、運輸支局等53名）

国土交通省
（本省、地方運輸局・支局）

トラック事業者

関係省庁
（中企庁、公取委、厚労省）

荷主
・

元請トラック事業者

荷主所管省庁
（経産省、農水省 等）

連携 連携

トラックGメンの設置による荷主等への監視体制の緊急強化
トラック事業者へのプッシュ型の情報収集を開始し

情報収集力を強化（2023年度～）
トラック事業者へのプッシュ型の情報収集を開始し

情報収集力を強化（2023年度～）
トラック法に基づく「働きかけ」「要請」「勧告・公表」
制度 の執行力を強化（2023年度～）

トラック法に基づく「働きかけ」「要請」「勧告・公表」
制度※の執行力を強化（2023年度～）

トラック法に基づ
く是正措置情報収集

※2018年に議員立法で制定。2023年6月に適用期限を「当分の間」に延長。

北陸信越運輸局
管内は12名



トラックＧメンによる「働きかけ」の流れ

◎「働きかけ」文書発出による働きかけ ◎「働きかけ」文書発出とともにヒアリングを
実施する働きかけ

「働きかけ文書」（本省作成）を送付し、違反原因行為を行っ
ている場合には、早急に改善するようお願い

ヒアリングを実施し、違反原因行為の有無を確認
「働きかけ文書」（本省作成）はヒアリング時に手交
ヒアリングは、原則、関係省庁と連携して実施
違反原因行為が確認できた場合、「改善計画」を作成
「改善計画」に基づき、各種施策に速やかに着手
改善が認められるまでフォローアップを継続

ヒアリングを伴う場合を除くすべての荷主情報が対象

改善が認められない場合など、速やかに「要請」を発出

トラックＧメンによる追加ヒアリング、データ収集・精査、現地パトロールなど

国土交通省ホームページに設置する意見募集窓口（目安箱）に寄せられた荷主情報
運輸局・運輸支局が行うトラック事業者への調査時に入手した荷主情報
地方貨物自動車運送適正化事業実施機関が行う巡回指導時に入手した荷主情報 等

Ｇメン躍動！

「働きかけ」を行うことにより社会的影響の大きい荷主
重大又は悪質な違反原因行為を行っている可能性がある荷主
その他、ヒアリングを実施した方がよいと考えられる荷主


